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下記は、メモに基づくものです。
審議会議事録の公開が遅いので正確さに欠く部分もありますが参考としてください。　

事務局　資料１　の説明　有期労働契約についての建議の説明、短時間労働者への社会保険適用等の議論整理　関連する審議会についての説明
座長　質問があれば、お願いします。
(だれも、質問意見なし)
次に資料２　参考３について
事務局　資料２以降、論点のうち、３つの論点、差別的取り扱いの禁止（論点）第８条の
内容、職務内容（業務の内容、責任の程度）人材活用の仕組み、事業主との無期労働契約、反複契約更新により同視できる３要件のパート労働者について、パートであることで、差別的取扱いしてはいけない。
施行以降の実施状況に関係するデーターをつけている。厚生労働省の事態調査、３要件に該当は、１．３％、事業所に占める割合２．５％
賃金に関する均衡（論点）第９条　均衡考慮する。対象賃金は、省令で定める。第３条、指針の説明　第９条の施行状況、資料３　職務が同じ　正社員と同じ基準１４．１％　正社員と算定要素をすべて共通９．４　・・・・役職手当、賞与、退職金、支払われている割合支払われている場合の算定方法
賃金決定の際の要素　能力経験、職務の内容、平成１８年より高くなっている。
賃金の支給額、職務が同じパートの比較、正社員と同じ
福利厚生、通勤手当以下、手当の率は高い順　
資料４　福利厚生の（論点）１１条
参考資料　諸外国のパートタイム労働、社会保障税一体改革、P21の５の施策　連合総合生活研究所の資料
労働者代表　第８条　パートタイム雇用形態を理由とする、となっているが、実態に合っていない、６社のヒアリング、８条について、活用しきれてない、１つでも要件満たさないと司法救済にならない、３要件を取り払い、パートであることを理由にして差別的取扱いしてはならないとすべき、一定のガイドライン、例示を設けて客観化し、履行確保するために、可能なもので、事業主の予測可能性も上がる。客観性を持って使用者が使わないと、３要件を取り払うべき
使用者代表　経過措置を経て、ようやく現場に浸透したところ、パートに対して、雇用改善進んでいる。少ないというが、今後の経済状況見ると、現行法で重力尽くすべき。
使用者代表、EUのように、職務給をとっているところでは、考えられるが、日本では、
わが国の人事労務管理の物差しが必要だということで、３要件が明文化されたと、思っていて、それに基づいて、法律にもとずいて社内の制度も変えてきたのに、さらに変えていくのは、反対。ただ、他の審議会、労働条件分科会の有期労働契約の在り方について、５Pの４の、「公正な処遇に資するため、職務の内容や配置の変更の範囲に考慮して期間の定めを理由とする不合理なものを認めてはならない」に基づくべきと考える
労働者代表　第９条、努力義務規定から義務規定にして実行確保すべき、雇用改善計画を事業所に出させて、次世代育児支援は、確実に前進したので、同じようにしてほしい
使用者代表　毎年、経済関係が変わる中で、長期にわたって計画立てるようなことは実態に即していないので、反対。資料３、均衡考慮、どういうことになれば、均衡か、という判断が難しい。現行の下記ぶり妥当なのか
使用者代表・計画立てずらい、人口減少社会、特にパートさんに、お仕事たくさんさせてもらっている会社は見通したたない。企業は、一つの財布の中から支払っている。
パートさんの待遇を考えるときは、正社員の待遇も考えていかなくてはならない。正社員と合わせて考えなくては何らない、ないそでは、ふれない。ごくわずかしか、利潤をあげて納税増やそうというのは、パートの労働条件あげたいのは、本音だ。正社員の問題も合わせて課題になっている。パート法の議論だが、正社員の議論もしていかなくてはならない。
労働者代表　通勤手当、パートは自宅から近距離で支払っていない場合がある。が支払っていないところは、支払う気はあるのか。
使用者代表　弁済という言葉わからないが、個々の契約による。社員も通勤当て込みもあるし、法制化は実態に合わない。
使用者代表：通勤手当、就業場所の移動ともなうもの、事業所限定されていたり、週２日など、短時間の場合、どう考えるのか、短時間労働者を募集かけたとき、当然考慮して契約を考えている。もう一つ、資料３の関係で、賃金　均衡の関係について、賃金は、さまざまな要素、企業の支払い能力を考えて賃金決定、パートの報告書の計画書のこと、処遇の改善を目的として計画は考えられない。企業の人事管理を硬直化させる。外部労働市場に位置ずけられているものを内部労働市場にするというのは、考え方として理解できない。
労働者代表：研究会報告の中で、行動計画の中で賃金水準、教育訓練など幅広く考えている。経済状況で変わるようなものだけではない。経済状況で変わるような、働かせかたそもそもおかしい、正社員ももちろん、適切に支払うことは必要だし、行動計画デメリットとだけではない
使用者代表：毎年労使交渉している。経済状況にかかわらない賃金はあり得ない。
職務に関連する教育訓練は、ある程度実施している。それ以外の職務訓練は、必ずしも実施していない。
長窪公益委員　資料３　基本給について話しているのか
事務局　そうです。
長窪公益委員　役職手当は、職務の内容に関連するので賃金に含まれる
事務局、省令で、通勤手当、退職手当について除いている
労働者代表：経済状況について、非正規は、正社員より多く影響を受けやすいので施策をとる場合、職務関連しないその他、すべての人に、教育訓練、正社員も含めてやっていく必要ある。ほかの仕事に移れない、スキルアップもできない。それで、賃金が上がらないことにつながっているので、改善していくこと必要。」
使用者代表：教育も企業にとってお金かかる、コストかかる。パートのスキルアップを会社の責任に押し付けるのは、今の企業だけに押し付けるのは、社会人たるものについては、自分たちのスキルアップのために、自分で稼ぐべき、どこに責任を押し付けるか議論してもだめ
労働者代表：すべての労働者に通勤手当、支払うべきだと思うが、現在施行規則でのぞかれているが、入れていくべきもの。経済情勢悪いと、言っているが、経済情勢よくなったら払わないなら経済情勢よくなれば支払えるのか
使用者代表：経済状況悪いからといっているのではなく、踏まえるべきと言っている
施行規則の３　教育訓練、社内的に考えているんであれば、苦慮していると思う。外部に移る人については、別の法律で担保すべき
座長：行動計画について、意見があれば
山川公益委員：一律的に行動計画、固定的に立てるのではなくて、制度の見直しや説明がきちんとできるようにするなど、柔軟にすべきと研究会に参加していたものとして思っています
佐藤博樹公益委員：企業もパートに対して、キャリアラダーあるところもあれば、すべてなっているわけではないので、処遇改善のためというより、能力開発促進という行動計画だったと思う、企業の外の教育訓練まで、要求するものではない。
労働者代表：すべてのパートタイムに通勤手当入れるべきだが、努力義務に入れるべき
　　　福利厚生関係　事業主は、休憩室、更衣室、おおむね利用できているが未実施も多い、これらは、義務規定にしてはどうか　賃金だけではない　慶弔休暇も欠勤になるものでないように、無休であっても制度として法律に入れていったらいい
佐藤博樹公益委員：通勤手当　社員についても、通勤手当ないところある。移動なくて、通勤手当必要ない、導入しているところでも、一定の距離以上、制度を適用するか、パートの募集、離れたところも募集するのか。なんのために、社員は、移動であれば必要。　通勤手当なにか、日本くらい。アメリカ、ヨーロッパ、通勤手当ない。
使用者代表：施行状況見たときに、改正必要ではない
労働者代表　資料３　慶弔休暇、正社員とパートの実施率差が多い。人の死に差をつける。
　　　パートにも適用すべき。
座長：通勤手当、はじかれている　
事務局：前回も通勤手当、大きな議論されている。通勤手当必要でない人、必要な人雇っている場合があって、前回では、入らなかったと承知している
佐藤博樹公益委員：職務にリンクして同じだから払うのはどうか、パートでも移動させる場合は、通勤手当支払う合理性ある　仕事が同じだからという議論は無謀
労働者代表：実費減少について。話している。職務給に食い込まれている。パートの場合、ぎりぎり、少なくとも必要な人には支払っていただきたい
山川公益委員　労働条件分科会との建議との関係で、８条の整合性どう考えるか。
９条２項についても、論点に含まれるとかんがえていいのか
事務局：９条１項についても、議論していただければ
使用者代表：慶弔休暇　パートの人　いろんな働き方あり、一律にできるの難しい。
休憩室なども、一度に利用できない状況もあり、配慮義務になっているのか。
労働者代表　；慶弔休暇　無休ならばどうでしょうか
使用者代表：一律的にできるかの議論で、無休かどうかは関係ない。
労働者代表：パート社員の方も、労働者であり、企業に貢献している。納得しながら働くこと企業にとっても必要なこと。同じように慶弔休暇は必要だ
労働者代表：休憩室について、労働安全衛生上義務付けられている、一緒に使用は可能、少なくとも義務規定にしてはどうか
事務局：配慮しなければいけないというのは、措置とっていただく、増築までは求めないけど、措置をとっていただくということ
３つの施設、休憩施設、給食施設、健康に関する施設ということで、選んで、
労働基準法の休暇時間、労安法で、指定されていて配慮義務の対象になっている
更衣室については、業務の遂行
佐藤博樹公益委員：慶弔休暇　社員について、出しているパートについて、社員だと慶弔ある、パートはなぜないのか、理由が難しい。社員にだしている理由は何か、パートにうまく説明できるかだけだ。

座長　議題２女性労働基準規則の一部を改正する省令案要綱について　

事務局　：資料５　　重量物と有害物について、すべての女性について禁止している。
　　　重量物の持ち上げることで、子宮に影響があり、望ましくない。　規制は維持する
　　　有害物の業務　労働安全法で、男女ともに健康管理義務化されている
　　　現行、９物質、GHSに基づき、８７物質のうち、２５物質にするのが適当

　　　資料６の８P　９ｐ
今後の予定　　
パブコメ　公聴会　３月末の審議会で検討する
座長：意見ない。
事務局　労働基準法上ではなく、労働安全衛生法になっている
